
























合は 44.7％であったのに対し（1），筆者の居住する千葉市で実施された 2016 年の調査では，（A）が






日本政府においては 2003 年頃から「仕事と生活の調和」が用いられ始め，2007 年の「ワーク・ラ
イフ・バランス憲章」の策定により，この語が一気に定着に向かったものとみられる（3）。
（1）　内閣府（2012）「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に影響を与える生活環境に関する意識

























































































































































識されるようになった。2002 年 9 月，厚生労働省が設置した「少子化社会を考える懇談会」によ









































バー・トレンド』独立行政法人労働政策研究・研修機構，2005 年 2 月号 35 頁，高畠・前掲注（6）19 頁。
（22）　各事業場における労働時間等設定改善委員会の設置は義務ではない。事業場の過半数組合，または過半数代表
者の推薦に基づき指名される委員が半数を占め，議事録が作成・保存されるなどの要件をみたす労働時間等設定改










び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結し，又は変更すべきものとする」（3 条 3 項）と
の規定を置くこととなったが，ここでの「仕事と生活の調和」は，上記の広義の「ワーク・ライ
フ・バランス」概念を意味するものと解するのが妥当であろう。









































　このような状況に対し，2018 年 6 月 29 日に成立した「働き方改革関連法」では，その内容とし
て労基法が改正され，時間外労働の上限については月 45 時間および年 360 時間を原則として，臨



















（26）　日立製作所武蔵工場事件（平成 3 年 11 月 28 日最高裁判決）『最高裁判所民事判例集』45 巻 8 号，1,270 頁。
（27）　「子の養育又は家族の介護を行い，又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう















みによって「仕事と生活の調和」の実現をはかろうとするものがある。労契法 3 条 3 項に示された
「仕事と生活の調和」への「配慮」もまた，ワーク・ライフ・バランスの理念を労働契約の締結と
変更にあたって配慮されるべきものとして一般的に示したものであり，当事者の権利義務を直接的
に変動させる法的効果は持たない，とされている。これらの法律ないしその条項は，ワーク・ライ
フ・バランスの実現に向けた理念的な性格を有し，実効性に乏しいといえる反面，社会経済に及ぼ
す直接的な影響が小さいことから，立法にあたって労使の利害を調整する困難が少なく，長期的な
視点で社会のあり方を方向づけるという特徴がある。
　おわりに
　以上，駆け足で労働法の分野における「ワーク・ライフ・バランス」の概念について，その歴史的
な展開過程を中心に検討をしてきた。取り敢えずの結論として，日本の労働法制およびその理解・
解釈に努める労働法学の分野での「ワーク・ライフ・バランス」の概念は，2004 年の「仕事と生活
の調和に関する検討会議報告書」が示した内容が共通の理解として成立している段階にはあるとい
える。しかし，本稿では十分に検討できなかったものの，同報告書に示された現状認識に基づく課
題克服のための具体的な施策に関しては，現在までのところそれらが十分に展開されてきたとはい
いがたい。特に，同報告書や 2009 年のワーク・ライフ・バランス憲章に示された，人生の各段階の
事情を踏まえ，各段階で「仕事」と「生活」への力点の置き方を変化させうるものとし，その上で
長期的にみて人生全体における「仕事」と「生活」を調和させることの実現は，労基法上の労働時
間規制や育児介護休業法による両立支援といった，労働からの解放を保障する個々の法律上の規制
のみによって実現が可能となる性質のものとはいいがたく，実効性ある労使の自主的な取組みが求
められる課題といえる。その点の実現については，現状でも取組みはまだ緒に就いたところである。
 （みながわ・ひろゆき　千葉大学大学院社会科学研究院教授）　
（28）　浅倉・前掲注（20）46 頁に従えば「狭義のワーク・ライフ・バランス」の実現にあたる領域について，強い
強制力を持つ規制が行われていることとなる。
